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ヴィクセルの租税掃着理論について

(1)

ヴィクセルの租税帰着理論について

 マスグレイヴによる定式化の検討を中心にして -

贩 野 婧 四

は じ め に  

I マスグレイヴによる定式イ匕 

n マスグレイヴによる定式化の検討 

m マスグレイヴによる定式イ匕セの解 

お わ り に

は じ め に

慶応義塾大学の矢内原教授は, キンドルバーガーの翻訳書の書評の中において，翻訳における誤
( 2 )

りの原因として次の6 つをあげておられる。すなわち，①語学力の不足，②知識の不足r ③親切心 

め本足，④注意力の不足，⑤全体という観点からみた峙の不統一，⑥誤植，の 6 つである。 …
( 3 )

私は現在， ヴィクWル の 「財政の理論的研究」〔1 〕を翻訳しているが，その際特に，矢内原教授

の指摘された②と③の誤りをできるだけなくするために, いろい’ろな学者が行なったヴィ夂セルの

経 済 • 財政理論に関する研究に1 つ 1 つあたって勉強している。

ヴィクセルの租税掃着理論に関しては，その研究文献はきわめて少なく，わずかに「参考文献目

f e j に示した程度の文献しかない。私はその中から，財政学の分野においてはバィブルともいうべ

きマスグレイヴの「財政理論」〔2 〕を選び出し， そこに展開されているヴィクセルの租税掃着理

論について勉強してみた。そしてその理論について勉強していぐうちに私は，マスグレイヴによっ

て定式化されたヴィクセルの体系に，そしてまたヴィクセルの体系そのものに疑問がわいてきた。
(5)

その疑問についてはすでに三田学会雑誌において発表したけれども，それは唯だ疑問を提起した

注（1 ) 本稿の驳行は，昭和46牢 10月22 ロに祌戸商科大学で行なわれ'た第28问日本财政学会大会において報告された。大 

会での资疑応答については，「日本財政学会プレテ ィ ン （VII)j を参照。

( 2 ) 三U丨学会雑誌第59巻第2 号

( 3 ) ヴィクセルの著作R録につし、ては，拙稿「ヴィクセルの財政现論につI 'てCI 〕」（三丨i|学会雑誌第62卷第2 母）の

■末尼を参照。

( 4 ) ヴィクセルに関する「参考文献口録J については，拙稿「ヴィクセルの财政■論についてc n 〕j (三⑴学会雑訪第62 
, 卷筇9兮〉の 求 序 を #照 ノ .

( 5 )  rマスグレイヴによるヴィクセルの祖税掃教理論の;)ゼ式化につV、てj (三出学佘雑訪第63输 2 号'〉

~ ー16(細 )一 一 .

於  ......

だけであって，その疑問を体^ だてて問題点を指摘したものではなかった。その後，ヴイクセルに. 
関するいろいろな研究について勉強をしてその問題点が明確になってきたので， ここに発表する次 

第である。 ..
論旨の袖合上，前の論文と同じように，マスグレイヴによる定式化について述べることから始め 

ることをお許し願いたい。

I 々スグレイヴによる定式化

マスグレイヴはその著「財政理論」〔2 〕において， ヴイクセルの租税帰着理論を次のように定 

式化じている。 ‘ パ

まず以下で使用する記号についてまとめて説明しておこう（記号は，ヴィクセル自身が使用している 

記号ではなくて，マスグk イヴが使用している記号である）。 '
P ： 労働者 r 人当りの生産物 ' 、

t ： 平均投資期間（「生産期間j の 1/2)
L ： 労働者1 人当りの賃金所得 へ

Z : 利子率

A : 労働者数 :•
K : 資本ストックの量 •
ず： 税率 . .  t
犮； 純生- 物 .

1 租砑がない場合 1
まず租税のない場合におけるヴイクセルの体系についてみてみよう。 • 
マスグレイヴによると，.租税のない場合におけるヴイクセルの基本体系は，以下の4 つの方程式 

によ,ぅて与えられ.る。

その第 :).は.生産関数で

fit )—at' •*(1)
で与えられる。これは, 平均投資期間レが長くなればなる程ますます迂回_ 産が行なわれて生産物

P が墦大してゆくということを示す生産関数である。ヴィクセルは通減的な割合で増加してゆく生
( 6 ) '

產関数を想足しているから，a > 0 と l > m > 0 が仮宠されている。

体系の第2 の方程式は, 生産物が各生産喪素（ここでは生産要素として資本と労働のみが考えられてい

注（6 ) マスグレイヴによる定式化では, 雄に l > w となっている。しかしm > 0 であるのは明らかであるので，ここでは 

つけ加えておく。
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ヴィクセルの租税帰着理論について

る）の分け前に分配されるということを示す定義式である。

P = L + Z U  .........  （2)
労働者に対する賃金の支払いはすべて資本家からの借入によってまかなわれると仮定されている力V 
ら，L i は労働者1 人当りに対する投資額（借入額）である。 従ってそれに利子率Z を乗じたZ U  
は，資本家が受取る労働者1 人当りの資本（利子）所得である。 （2 ) 式は，生產物P が労働者の受 

取る賃金所得L と資本家の受取る資本（利子）所得 Z L t とに分配されるということを示している。、 

体系の第3 の方程式は，賃金基金の関係によって与えられる式で

' L - A - f  .................................. ( 3 )
で与えられる。（3 ) 式は， 1 期間当りの利用可能な賃金支払額( f ) が，労働者 1 人当りの賃金し 

と雇用される労働者数A の積に等しいということを示している。換言するならは％ 賃金基金がすべ： 

て労働の購入に用いられるということを示している。 ヴィクセルも指摘しているように，賃金菡金 

は他のいずれの用途にも用いることができないのである。

体系の第4 の方程式は，資本家の利潤（利子率）極大化の条件である。すなわち 

dZ A d2Z ハ  , ，、

I : 0 ， く0    ........................ ⑷
これは賃金基金を統制する資本家が，或る賃金のもとで，利子率Z が極大値に達するまで投資期間， 

古を延長するということを示している。

a, m, A, K が与えられるならば，体系はP，L, t, Z を決定することができる。実際に計算によ： 

って，利子率Z が極大となるような投資期間$ を求めてみると，次のようになる。（1 ) ,  ( 2 ) ，（3 V  
ょり

7 — a A r  1 ..

Z ~ ~ K 了  ........  ( 5 >
こ れ を i について微分して

……… :..............⑷ >

これをゼロに等しいとおくことによって， £ を解ぐ 

ことができる。

以上のようなヴィクセルの体系を図表で表わすと 

~ir " ' 図 1 のようになる。縦軸にはp を測り, 横軸にはo
より右にt を測る。仙 線 o s は方程式（1 ) によって定義されるような生産関数であS )。

注（7 ) ヴィクセルは，「価値• 資本及び地代」〔3〕においては，企く資本が無い場合においてもなおいくばくかは生産され 

るであろうという现山から，OSを原点から少し上の点で縦軸と交わらせている。しかしその後の「财政の现論的研究j 
C1Dにおいては，労働者速は資本をもたなかったら何も生座できないであろうという肋丨丨から，O Sを原点から始め， 

ている， .
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ヴィクセルの租税帰着理論について

さて，生産物P のうち或る一宏額，例えば0 D だけが労働に向けられて賃金l となるような場合 

を考えてみよう。資本家は，賃金L ( = 0 D )のもとにおいてZ が極大化されるような尤の値を選ぶ 

であろう。 そのような（L=ODのもとにおいてz が極大となるような） f の値は， D を通り， しかも 

O S に接するような直線D Cをひくことによって求めることができる。図 1 ではD Cは E において 

O Sと接しているので，t=OG，去 = H 0 を得ることができる。 （D を通り，しかもOSに接するか或い 

は交わる直線だけを考えると，E においてO Sと接する直線（ここではD C )の場合が最もH 0 ( = 丄)が小さ 

くなる。云が最も小さくなるのであるからその時Zは最大になる。）従って，6 が 0 G よりも大きくなって

も小さくなってもH 0 卜去 ) は大きくなり，従ってZ は小さくなる。同様な方法でL を任意に動 

かして，それぞれのL に対して最適の値となるようなf の値を求めることがで含る。そのような最 

適な t と L の組合せの軌跡がV W という曲線で表;b されている。ここまでを，我々は体系の方程 

式 （1)，⑵ ，（4 ) から導き出すことができる。

しかしながら実際には，. そのようにたくさんある最適な6 と L の組合せのうちから， 或る 1 組 

の 6 と L の組合せを選び出さなければならない。 そのような1 組 の t と L の組合せを選び出すた 

めに，我々は方程式⑶の助けを借りなければならない。 K とA は与えられているからL . i わ値 

は 所 与 と な る 。縦軸にL を測るならば我々は直角双曲線M Nを得る。この直角双曲線MN 
は/  K とA が与えられた時の選択可能なL と t の組合せを示す。 実際に選ばれる i とt の値は，

とM N の交点；F において得られる。

もし我々がW のような点におかれている場合には， 賃金支払額（= 投資額）L t の値は労働者1 
人当りの利用可能な資本營を超過してしまうであろう。従って一部の労働者が雇用されないこと 

になり賃金は引下げられるであろう。逆は我々がV のような点におかれている場合には，賃▲基金 

の一部が使用されないことになるから賃金は引上げられるであろう。結局，F が唯一の南衡解> な 

るであろう。その場合，労働者1 人当りの生産物P は G Eであり，労働者 1 人当りの賃金L は GF， 
( = 0 D )である。労働者 1 人当りの資本（利子）所 得 L從 ( = f = P —L ) は F E であり，平;^投資：

期間 t は 0 G であ.り，利子率Z は で あ る 。 、..， ， '

2 所得税が課せられた場合

次に所得税が課せられ，生産物の一部が政府によって購入されるような場合につV、て考えてみよ

' 所得税が総産出量に対して何らかめ影響を及ぼさない限り（例えば，生產物がただ1種類しか生産さ

沣（8) A H O Dと A D F Eが相似であることから， HO：DF==OD：FE0 DF=OG, OD=QP, FE=GEニG F であるから,
O G #  GF=L, (JE=P=レトL從を代入すると， _ と

なる。

~"~19 {10SX)



ヴイグセルの租税帰着理論につI 、て

れていない場合等）は，生産関数はもとのままである。すなわち

P = / ( 0 = « ^ .........    ( 1 - E )
坐産物P が賃金所得L と資本（利子）所 得 Z L iに分配されるとそこで所得税（税率r ) が課せら 

れる。 所得税は貴金所得にも資本 (利子）所得にも同等に課せられるから，生産物P は労働者と資 

本家が保有する部分（1—r ) ( L + Z L « と彼らが租税として支扱う部分(すなわち政府によって購入され 

る生産物の部分〉r ( L + Z L Oとに分けられる。従って（2 ) 式は次のように書きかえられる。

P = ( l - r ) ( L + Z L O + r ( L + Z L «  .................... (2 -  E)
租税が課せられた場合でも賃金基金を減少させてはいけないという仮定によって, （3 )式はもと. . • . . . . . .  ：

のままである。
' . . *  . : . ■ 

L * A = — ..............................................“ “ ( 3 - E ) .
資本家は課税後の利子（率）を極大化しようと試みるから，（4 ) 式は次のように書き改められる 

であろう。 …
'  I ( l - r ) ニ0 發 < 0 …“ ' ( 4 _ E)

前の場合と同じように，計算によって利子率Z が極大となるような投資期間t を求めてみると次 

のようになる. (1-E), (2-E), (3-E) より

=   —  ( 5 - E )
これを i について微分して

■ f  (1—y)= (— 等 :: - + 另 (1 ‘ r ) ….ィ 6 ,' ' ' . ゾ ' ' ' . - ：

(1—r ) は相殺しあうから（6 -  E ) は（6 ) と同じ式になる。 従って f の値は， 租税がない場合と同じ 

である。従って総産出量も同じであるが，労働者及び資本家は貴金所得， 資 本 （利子）所得がそれ 

ぞれ税率だけ減少す:るのを見出すであろう。この場合には，賃金基金説は結果に影響を及ぼさない。

3 生産物税が課せられた場合

次に生產物税（生産物ないし粗収入に対する税）が課せられた場合について考えてみよう，

税率 r で生産物税が課せられるならば，純生産物》は次のように書き表わされる/
?)=(l- -r)P

このP に（1 ) 式の右辺を代入すると（1 一P ) 式が得られる。すなわち

, • . p = - a ~ r ) a t m  ....................................................... . ( 1 - P )
純生産物だけが各生産瘐素に対して分配されるから（2 - P )式は次のように書き表わされる。

' ^=L-I-ZU.......................................   ■•(2-P)
— —20 (.1082) ——*

i ' ” 的"’ 抑w 必.，卿 、脚 冊 桃 ,科 ,‘丨ニ副鬚1!—
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ヴィクセルの租税帰着理論につV、て

前の場合とp iじように，租税が課せられた場合でも賃金基:金を減少させると と は できないと仮矩 

されているから， ( 3 - P ) 式はもとのままである。すなわち

L .A = T   ................       ( 3 - P )
前の場合と同じように，資本家は利潤（利子率）を極大にしようとするから， （4--P) 式ももとの 

ままである。すなわち

發 < 0 ................ ....……( 4 - P )
刖の場合と) ^じように，計算によって利子率Z が極大となるような投資期間t を求めてみると次 

のようになる。(1 -P ) ,  (2 -P ) ,  ( 3 - P ) より

ヮ— C l - r ) a A r ' 1 '
“  K T .....................................(5 - P )

これを i について微分して

I ょ ， A へ 如 .… … … … … “ ( 6 _ p )

ここで，磁税のない場合の（6 ) 式の右辺と，生産物梃が課せられた場合の（6 - P ) 式の右辺と 

を比較してみよう。 /
両者の場合において，第 2 項 ( + ) は同じである。 ただ遠うのは,生産物税が課せられた場合の

第 1 項が租税のない場合の第1 項 の （1—r ) 倍されていることである。 2 つの式とも右辺はゼ ロ に

等しいとおかれているから， t の値は生産物税が課せられた場合の方が租税のない場合より大きく

なければならない。従って生産物税が課せられると’投資期間 iが延長されることになる。投資期間£ '
が延長されると \ 方程式（1 )をみてもわかるように）生産物P も増加するけれども, （方程式（3 - p ) に

よってボされるように）賃金所得L は減少する。そしてM < 1 のところで（方程式（5 -  P ) によって示么

れるように）利子率Z も減少することになる。 L 及びZ が減少する程度は， それぞれ生産関数の勾 
t (10)

配に依存する。 へ

生産物税が課せられた場合を図表的に表わすと，図 2 のようになる。

い ま 5 0 % の生産物税が課せられた場合（っまり r=0. 5 の場合) について考えてみようf 
いろいろな投資期間 t の値に対して， 各生j t 要素への分配に向けられる生途物の量はO S から

 ：   ：__：   . . ,
注（9 ) マスグレイヴは全く何の説明もなしにM < 1という条件を示している。M が何を指しているのかは不fjljである。（5) 

式の左辺をZ0, ( 5 - P )式の左辺をZp とすると， ■く1 という愈味であろうか。しかしそれではトートロジー 

である。またもしMがw のミスプリントであるとするならば, 前に述べた条件(脚注（6 )を参照）の操返しであって, 
ここでわざわざ繰返して述べる积必頭な条件にはなっていない。

( 1 0 ) ヒックス夫人が「課税と生座」（4〕の中で述べているように，「資本と労拗のIM丨の相対的な，ンi アの変化は.，もとの 

生産関数丨山線の勾配と丨丨1丨度（curvature)に依在する」と解する方がより正_ である（榜点筆者)，この場合には（マス 

グレイヴによる矩式化におI 、ては)，L 及び2Jが減少する程度はそれぞれ，m め大きさにのみ依存■する。さらに詳しく 

. は，脚注(11)を参照。 • •



O R にまで引下げられる。賃金莲金方 

程式は仮定によって変化しないと考え 

られているので， 直角双丨丨1丨線M N は 

変化しない。前と同じように，新しい 

均衡点Fr は 西 び 上 に な け れ ば  

ならない。図 2 をみてもわかるように， 

投資期間 t は O G か ら OGr に延長さ 

れる。しかし賃金：L は D か ら • ま で  

減少し，利子率Z も * か ら i  
まで低下する。そして産出量P は O Bか ら O B ,まで増加する。新しい均衡においては，労働者 1 
人当りの租税支払額は取J に等しく， 労働者1 人当りの賃金受取額はGrF r に等しい。また労働

者 1 人当りの資本家（利子）受取額はPVEI■に等しい。 図 2 で想定されているようなパラメータ一
(1 1)

が与えられるならば，資 本 （利子) 所得は賃金所得より急速に引下げられる。もし生産関数曲線

O S が E の右方においてもっ と一定の勾配をもつように描かれヤいるならば， 投資期間 i はさら

に延長され，賃金所得L はもっと急速に引下げられ今であろう。

このように生産物に対して生産物税が課せられた場合には，それは生産構造に変化をもたらし，
(12)

各生産要素に対する分配を不均等に減少させるという全く奇妙な結果をもたらす（これに対して所得 

税が課せられた場合には，それは生産構造を変えず，ただ各生産要素の純受取額（可処分所得）を比例的に減 

少させるだけである)。 限界生産力の推論によれば， こういった奇妙な結果は成立しえない。限界生 

産力の理論によれば，生産物税が課せられた場合には，それは粗生産物P と純生産物P との間にく 

さびとして加わるだけで，賃金所得に:対しても资本（利午）所得に対しても等しい負担となってか 

かってゆくはずである。•従って，産出量と各生産要素に対する分配額は前と同じであって，ただ各 

生産要素の純受取額（可処分所得）が均等に税額だけ減少するだけなのである。従ってこれは，所 得 . 
税が課せられた場合と全く同じになってしまうのである。

賃金銮金が，生産物税が課せられた額だけ減少させられると仮定するならば，限界生産力の理論

注（1 1 ) この場合（マスグレイヴによる定式化において)，なぜ资本所得の方が货金所得より急速に引下げられるのか.私に 

は分からない。計鈴によってi租税がない圾仑の®金所得L と資本所得ZLf すなわち変数はz のみであるか

らZ についてのみ比較すれば设い〉の値と，生産物税が課せられた場合のL とZ の値とを求めて比較してみ5ると，後 、 

渚の場合のL, Z の値の方が，前志の場合のL, Z の値の，それぞれ（1—r)™ +i倍されていることが分かる（詐しく 

はinを参照)。

またヒックス夫人は「課税と生産j 〔4 〕の中で「(生鹿閲数）丨山線が放物線である場合には，所得は均等にリ丨下げら 

れる」と述べているけれども，マスグレイヴが仮足しているような生座個数（P =a匕 1>»1> 0)においても，也 

应関細丨丨線は放物線になる。従って「対金所得と資本所得は均等に引下げられるJ と考えるのが正しいのではないだろ 

うか。

( 1 2 ) 必ずしも，常に不均等であるとは限らないa 均等な場合の例として，脚往(11)を参照。従って，負担が均等でないこ 

とを货金站金説（及び生鹿物税）の特徴であるかのように考えることは妥当でない。 ，
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で推論した結果と同じような結果が得られる。投資期間 t は生産物税が課せられない場合と同じ長 

さになり，また生產物税の負担は各生産要素の受取額（所得）に均等に課せられることになる。 4
以上のように賃金基金を生産物税の額だけ減少させれば奇妙な結果は回避されることになるので丨 , 

あるが，しかしそのように賃金驻金を減少させることはヴイクセルの体系の精神とは両立t えな 

いのである。ヴイクセルの体系においてはあくまでも賃金基金f は一定でなければならない。従 ： 

ってこうした問題を考えることはヴイクセルの体系の問題点を理解するのに役立らけれども，同 時 , 
.にヴイクセルの体系においては決して許されえない解決法であるということに注意しなければなら ' 
.ない。

n 'マスグレイヴによる定式化の検討  ,

今まで見てきたようにマスグレイヴは/ヴイクセル自身，特 殊 な 例 と し て あ げ て い る と こ ろ の 具 : 
体的な方程式を用いてヴィク七ルの体系を定式イ匕している。例えば（1 ) 式の生産関数などはその良‘
い例である。確かにヴイクセル自身，生産関数の形等について至るところで述べてはいるけれども, /  
いずれの場所においても（1 ) 式のような特殊な例で生産関数を説明してはいないのである。 ，

しかしこの論文の主要目的は，マスグレイヴによって宠式化されたヴィクセルの体系が.ヴィク

注 ( 1 3 ) 賃金迸金が生産物税の額だけ減少させられるような場合につI 、て考えてみよう。

生途物税が課せられるのであるから，第 1 の方程式は（1 - P ) で与えられる。すな'わち

p = ( l —r)a tm....................................... (1 -N )
次に，税弓Iき後の純賃金所得と純利子率をそれぞれI と 2 で表わすと，第 2 の方程式はここでは次のように与えられ 

る。すなわち

p = l+ z l t  ........................................... ( 2 - N )  ;
* を粗賃金所得L に対して課せられる税率とすると， 粗貨金施金K か.ら变払われる粗賃金L と税リ丨き後の純貸金I 

との間の関译は

^ L ( l - a : )

のように書き表わすこi ができるから，これを ( 3 - P ) 式に代入して，次のような第3 の方程式を得る。すなわち

l - A =  K^ X )  ........................ ( 3 - N )
前と同じように，資本家は税3 1き後の利潤（利子率）を極大化しようとするから，第 4 の方程式は次のように与えら 

れる。すなわち

w-<°.....(4-N)
前と同じように，訐筇によって3を求めさと ‘ ‘

{ l~ r ) a A tm 1 /r-

t.... (5_N)
これを i について微分して

(lz (X~r)maAtn~l ■1 か 、t、, d t = ' 一 ' ( T = ^ ) K — ' + 歹 ...................... ( 6  一  N)
く 出産物税來 r と想货金所得に対して課せられる税本s ;とが等しV、ならば，IJJJらかに（6 - N ) 式は （6 ) 式と同じ式に

なる。従っそ投資期邮は生産物税が課せられない場合と同じになる。眼界生鹿力の现論によれば, 競肀市場においては：

祖税は跟界坐產力に比例して各生産製素に分|1Jされることになるから， a；は r に等しくならなければならない。従 っ て ’
戏々は，生産物税が課せられても投資期問《が変イ匕しないという結論を得るのである。 '
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セル自身が考えていた体系と完全に一致するかどうかということをせんさくすることではない。マ 

ス グ レ イ ヴによって定式化されたヴィ ク セ ル 体系が，それ自体として自己矛盾を犯していないかど 

うかということ，そしてまた，それによって， ヴィ ク セ ル の 体系そのものに自己矛盾する点がない 

かどうかということを検討することなのである。 .

以上のことを検討するために，マスグレイヴによって定式化されたヴィクセルの》体系（以下におい 

てこのように表現した場合には，（1 ) 〜（6 ) 式に遨づいて針算によって求める体系を指すものとする）につい 

て，も〉少し中に立入って検討してみることにしよう。

1 粗税がない場合

租税がない場合におけるヴィクセルの体系は, マスグレイヴによって，次のように与えられてい 

る。

- P —f(.t)—atm........... .............. .........................- • • • ( 1 )
' P = L + Z U   ........... -……  ............，............( 2 )

L*A= 了   ................... .— '‘............•1 • ( 3 )

K  w<°…•.…••… … .•… … •…- . ⑷ .
^ aJW - T  ■:..................      …バ 5 )
d Z  _  m a A t - - 1 , I  ...................  m

d t  — K  ^ t 2 ぃ ノ  .

1 疑問の発生

私が最初に疑問を抱いたのは，（6 ) 式についてであ夸。 マスグレイヴは， その著「財政理論J 
〔2 〕の中において，「こ れ （（6 ) 式）をゼ仁 に 等しいとおくことによって，Zを解ぐことができる。j  
と述べている。しかし（6 ) 式をみても分かるように，d，A ，K は正の常数，m は 1 より小さい正の 

常数であるから，（6 )式をゼ ロ に するようなr の 値は「無限大」しかありえないのである。 これに 

対して，図 1 において求められたf の値は，0 G の長さで表わされる「有限の値」であるo とする 

と，求める # の値は，果たして「無限大」であろうか，それとも「有限の値」であろう•か，或いは 

そ6 双方であろうか。また，計算-によって（（6 ) 式から）求めた人の値と, 図 1 において求められた 

t の値とはどうして興なるのであろうか，というような疑問が湧いてくる。

2 疑問の究明

以上のような疑問を究明するために，まず計笕によって求めたアの値（すなわち「無限大」）が，求め 

る 6 の値である場合について考えてみよう6 この場合， 6 は 「無限大j であるから，（3 )式によっ 

て,L は0 に近づく。一方，（1 )式によって生•座 i l t Pは無限に梢えてゆくから，（2 ) 式によって（L 
が0 に等しくならない限り）Z は無限に大きくなってゆく。 つまり資本家は，貨金奪ゼロに近くなる
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ま で （但 し ゼ ロ （つまり，ただ働き）_は含まない！）切下げ， 投資期間を無限に延長することによっ 

て利子率，従って資本家所得を無限に大きくしてゆくのである。 •
以上のようなことは，一体どのような社会において可能となるのであろうか。この点について，

ヴィクセルは「価 値 • 資本及び地代」〔3 〕の中において，次のように述べている。「私はやっと最 

近になって初めて，次のことに気がついた。すなわち，資本家が勝手気ままにますます長い生産期 

間を採用し， しかもその際，賃金は資本家及び労働者の相互の競争によって， 常に方程式（3 )  K 
= A L t に従って決定されると考えうるということである。到達された利子は常に（2 )  P = L  +  ZLi 
$ よって与えられるけれども，この際Z を最大にするようにt を定めようとするとL はもはや常数 

とは見られえず，むしろ（3 ) によってU こ依存すると思われるがゆえに， 我々は条件方程式^ -
(14)= L Z ではなくて，これとは全く異なる方程式

^P_ L
d t  t

に導かれるであろう。 g とL とは本質上， 正の値をとるからこの | は貪となるはずであろう。 

換言すれば，最大可能な利子は次第に生産を長期化してゆく時，労働者 1 入当りの年生産が逦減的 ' 
になる時に初めて達成されるであろう。それゆえ実際上，ここには決して利子率の真め極大は存在 

せず，生産期間のいかなる延長も資本家にとって有利である。 .….•ここでの想定は，資本家が貴金 

を圧迫するために団結し，労働者は無抵抗にこれに対立するものと仮定している。この場合たしか 

に，すべての生産の長期化は結局，有利なことが知られるであろう。年々使用可能な貲金兹金が減 

少し，その結果として賃金は低落せざるを得ないからである。••‘…もちろんこのような賃金の低下 

は遅かれ早かれ，何らかの仕方において，国民経済内部における労働者数の減少をひき起こすであ 

ろう。 しかしこのような点に至らない限り，常に生産期間を延長することが，階級としての資本家 

の利益である。 , _

もし資本家の間に自|1丨競争が行なわれるとすれば， これと異なる。 この場合には賃金の低い状f處 

が誘因となって，個々の資本家は生産期間を短縮し，その資本をいっそう多くの労働者の雇用に用
(15)

いようとする。 しかも多数の資本家がこのようにする場合には，当然，賃金は騰貴する。J
注 ( 1 4 ) ヴィクセルは^■という記号を使っているけれども，そ の 実 質 的 意 味 は で あ る 。 以下では，ヴィクセル自

身の表現と照合させるために^ • を使州するけれども，その臾W的 怠味は 'であること に 注 怠 し な け れ ば な ら  

ない。 、

( 1 5 ) この点についてスティダラ一は，「生産と分配の理論j 〔5 〕の中において，次のように述べている0. .すなわち， 「ヴ

ィクセルは，囱分の观論にとって競争の胶矩がffi奴であることをはっきり認めている。もし資本家速が結合して，なお

資本を完全に利用しようとするならば，利子が極大化する生產期丨Hjを彼らは求めるであろうが，その期間はもはや货金

一矩の条件には従っていないのである。その結來，方程式 f は

d P  - L  

dt ~  t

与なる。L とt はプラスであるから，生痛:期丨Hj延丧や限界生産力は極火の利子率の点でマイナスにならなければならな 

いし，マイナスの〗丨乂益の段階に到逮するに遗いないのである1 このような点は事实上存在しないから極大点は存在し 

ないし，非経济的な条件は货焱が低下する範昍に限界を与えるに通いないであろう。J
- ~ ~ 2 b (1 0 S 7) -一一
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以上の文章からも分かるように，マスグレイヴが定式化したヴィクセルの体系は，（3 )式によっ 

て賃金L が常数とは考えられず，従って t の関数であると考えられる場合，すなわち資本家が一致 

団結して賃金を切下げようとする場合，においてのみ妥当する体系なのである。つまりマスグレイ 

ヴが定式化したヴィクセルの体系は，労働者達の間においては商由競箏が行なわれているけれども 

资本家達の間においては競争が行なわれていないような社会においてのみ妥当する体系なのである。

では労働者達の間においてのみならず，资本家達の間においてもまた自由競争が行なわれている 

場合—— ヴィクセルは，これが最も一般的な場合であると考えていたが'—— には,ヴィクセルの体 

系はどうなるのであろうか。また，図 1 において求められたf の値と，これらの場合との関係はど 

うなっているのであろうか。

' 3 疑問の究明（続き）

以上のような疑問について考えるために，今度は，図 1 において求められたt の値が，求める t の 

値である場合について考えてみよう。図 1 においては，（1)，(2),⑷式に蕋づいて描かれた胃曲線 

と，（3 ) 式に基づいて描がれたMN曲線との交点を求めるという形で, i の値が求められている。そ 

こでまず，V W 曲線について考象てみよう。 V W 曲線を求めるには，まず（1 )式に基づいて生産 

関数出丨線O S を描き，次にそのO S に対して，縦軸とD (0Dの長さをL にとる）において交わる接 

線 H C を描く。 そうすると，その時の t の 値 （つまり0 G )とL の 値 （つまり0D) の組合せが利子 

率 Z を極大にする組合せであり，そのような6 とL の組合せの軌跡がY W 曲線であるのである。

ところでV W 丨山線は本当に，Z を極大にする6 とL の組合せの軌跡になっているのであろうか。 

この疑問について考えるために， 図 1 に基づいて，（1 )， ( 2 ) ,  ( 4 ) 式を展開してみよう。 まず 

( 2 )式ょり

• Z - ^ L T  - . *  ....................  .⑴

を得る '  与えられたL ( = 0 D )のもとでZ を極大にするようなZの値を求めるのであるから，L を 

常数と考えてZ を亡について微分すると

dz  _ ' ^ r * u ~ (P~ L)L ~ d f~ ZL '
(U p  = — ....................⑷

を得る。嘴 - を 0 にするような条件を求めると，u は 0 でないから

dP
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dt ZL  ...............  ( 9 )
という条件を得る。従ってこの（9 ) 式を洱び（2 )式に代入すると

ト レ 'i f 1...........................................  .…ベ10)
という式を得る。この（10)式は，縱丨丨i にP とL をとり横軸に6 をとると， 勾 配 が で あ り ， し

-2̂  {1088)

かも縦軸とL において交わる直線の式であり， まさに生産関数仙線O S の接線 H C の式になって 

いる。そこで（10)式と（1 )式からP を消去して . .
、     （11)

を得る。この（11)式は，与えられたL のもとで之を極大にするような6 とL の組合せを示す式であ 

り，結局，V W 曲線を表わす式となっているのである。

次 に M N 曲線について考えてみよう。M N 丨山線は，マスグレイヴも指摘しているように， ( 3 )  
式によって与えられ，直角双曲線を表b している。そしてその右側（例えばW点）においては，賃金 

支払額が利用可能な賃金基金を越えてしまうので失業者が発生するけれども，労働者達の間におい 

て自由競争が行なわれているならば，その競争によって賃金が下がり失業者もなくなってしまう 

という形でM N 曲線の方向へ，そし '  またその左伽（例えばV点）においては，賃金塞金が完全に 

は利用されていないので，資本家達の間において自由競争が行なわれているならば，その競争によ 

って賃金が上がるという形でM N 曲線の方向へ近づくであろうということを示している。従って 

M N 曲線は，労働者達の間においてのみならず資本家達の間においてもまた自由競争が行なわれて ' 
いるならば，労働者が過不足なく雇用され.る t とL の組合せを，そしてまた賃金蕋金が過不足なく 

利用される6 とL の組合せを示す曲線となっているのである。

ところで図1 においては，この M N 曲線と V W 曲線との交点を求めるという形で， t と L の 

値を求めているのであるが，この手続きは一体何を意味しているのであろうか。今までみてきたよ 

うに，V W 丨丨丨丨線は，生産物の分配において，利子率（利潤）を極大にするような賃金と投資期間の組 

合せを示すものであり，M N 丨丨[丨線は，労働者が過不足なく雇用され， しかも賃金驻金が過不足なく 

利用されるような賃金と投資期間の組合せを示すものである。 従って V W 曲線とM N 曲線との 

交点の i と L を求めるということは， 労働者が完全に® 用され， しかも賃金S 金が完全に利用さ 

れた場合に， 極大の利子率（利潤）をもたらすようなかとL の値を求めていることになる<Pであるw _ 
4 問題の盤现 '

さて，今までに分かったことを整理してみよう。前にみたように，マスグレイヴによって定式化さ 

れたヴィクセルの体系は，資本家が一致団結して賃金を切下げようとした場合においてのみ当ては 

まる体系であって，その場合，求める投資期間は「無限大」であった。これに対して，図 1 に恶づ 

いて考え't：きたヴィクセルの体系は，労働者達の間においてのみならず資本家達の間においてもま 

た，丨〖丨丨:丨丨競争が行なわれている場合に当てはまる体系であって，その場合，求める投资期間は「有 

限の俯」であっ.た。とすると，これらは同一の方程式体系をもち夂がら，どうしてこのような違V、 
がヤてきたのであろうか。

後者の場合には， まず生避物の分配において，利子 率 （利淵) を極大にすることを考えた。これ 

はいうなれば，資本家が利润の極大化をはかった場合の主体的な均衡条件を求めたのである。.,次に，
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労働市場においては労働の完全屜用が，資本市場においては資本の完全利用が，達成される条件を 

求めた。これはいうなれば，市場均衡が達成される時の条件を求めたのである。そして最後に，こ 

の両者の条件（均衡）が同時に達成される時の《とL の値を求めたのである。これを数式に蓝づい 

て考えるならば， まず（1 ) , ( 2 ) 式において，L を常数と考えてZ を極大化（（4 )式）し，次にそ 

の時のt とL の組合せと，（3 ) 式の t とL の組合せとを述立させて解いたのである。これに対して 

前者の場合には，（3 ) 式を含むすべての体系において， 利子率（利潤）を極大にしようと考えたた 

めに，事実上⑶式によって，賃金L が 6 の関数となってしまったのである。

結局，後者の場合には，資本家による主体的な均衡と市場における’均衡とを別々に分けて考え， 

それを同時に達成する条件を求めていたのに対して，前者の場合には，それらを分けては考えず， 

ただひたすら利潤を極大化する条件を求めていたということが言えるであろう。

、 5 問題の盤理（続き）

では, マスグレイヴによって定式化されたヴイクセルの体系においては，（3 ) 式によって賃金L 
が f の関数であると考えられたためf c , 求める投資期間プ.が 「無限大j となってしまったのであろ 

うか。それとも，（1 ) ， ( 2 ) ,  ( 4 ) 式による主体的な均衡と，（3 )式による市場の均衡とを分けて 

考えなかったために，そうなったのであろうか。

この問題について考えるために，まずマスグレイヴによって定式化された体系において，賃金L 
が1 の関数（これに対して，利子率Zは常数）である場合について考えてみよう。 この場合，（2 )式を 

亡で微分すると

 - a 2 )  '

が得られる。次に，（3 ) 式を i で微分すると

     (13)
が得られるから，この（13)式と（3 ) 式を（12)式に代入すると

dP _  L ハハ
~ d T ~ ~ … “ ..................................  (14)

が得られる。従ってこの場合には，「Z を最大にするようにt を宠めようとするとL はもはや常数と 

は見られえず，むしろ（3 ) によって6 に依存すると思われるがゆえに，我々は条件方程式^ ^ LZ 
ではなくて，これとは全*く異なる方程式

' • 色  L 、

dt t

，に濞かれるであろう。 i とL とは本锊上， 正の値をとるからこの | は负となるはずである。換 

言すれば，最大可能な利子は次第に坐産を長期化してゆく時，労働者1 人当りの年生産が逝減的に.
なる時に初めて述成されるであろう。それゆえ突際上ここには決して利子率の,真の極大は存在せず，

—— 28(1090) ■— ~ •
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生産期間のいかなる延長も資本家にとって有利である。」とい.うことになるのであ:^ン

これに対して，今度は，同じ条件（賃金Lが e の関数で，利子率Zが常数である場合）のもとにおいて， 

主体的な均衡条件と市場の均衡条件とを分けて考えてみよう。まず主体的な均衡条件（与えられたZ 
のもとにおいて,. Lを極大にするような条件) を求めてみると，（2 )式より

.

L = - i h t  … … " ■■… … … .................  ( 15)

であるから，1 これを i について微分して

礼  | ( 1 + 胡 - P . Z  ^ - Z L
dt — (1+ZO2 — IVZt  .•…'……(16)

となる。| を 0 にするような条件を求めると，（1+Zi) は正だから

l = ZL.………..….…•…………… .•■..似）

とぃう条件が得られる。

ところでこの( 1 7 )という条件式は，前に求めた（9 ) という条件式と全く同じ式である。このこと. 
は一体何を意味しているのであろうか。このことの意味するところは2 つある。まずその第1 は， 

今度の場合も，賃金1』が £ の関数であるとぃうことを仮定したにもかかわらず，（14)式とは異なっ 

た (1 7 )式が得られたということである。このことはすなわち，マスグレイヴによって定式化された

ヴィクセルの体系が（1 4 )というような条件式をもったのは，賃金L が 6 の関数であると考えられた
• . • •.

からではなくて, 主体的な均衡と市場の均衡とを分けて考えなかったからである，すなわち（3 )式 

を他の方程式と区別して扱わなかったからである， ということを示している。，このことはまた, 
(1 2 )式に対して，（1 3 )式を代入するとマスグレイヴの体系になり，f  ニ0 を代入すると図1 に基 

づいて考えた体系になるということをみても明らかである。 .
次にこのことは, 主体的な均衡と市場の均衡とを分けて考えるならば, 与えられたL のもとでZ  

を極大にした時の t の値と，与えられたZ のもとでL を極大にした時の《の値とが等しいというこ 

とを示している。つまりこめことは，資本家が与えられた賃金率のもとで利子率(利潤）を極大にす 

るために選ぶ投資期間の長さt と，労働者の企業家が与えられた利子率のもとで質金率を極大にす 

るために選ぶ投資期間の長さt とが等しい.ということを示している。このことはまだ，利子率Z が 

極大になる時には賃金L も同時に極大になろており，また賃金L が極大になる時には利子率Z も同 

時に極大になっているという風に迦解することもできるということをも乐している。このことにつ 

いてヴィクセルは， そ の 著 「価値 • 資本及び地代/ 〔3 〕の中において， 次のように述べている。 

「まず我々は，一人または一群の労働者が，生産的企業を.始めるものと仮定しよう。そしてまた,彼 

ら囱身は資本をもっていないけれども，或る限度内において，或る利子率で貸付を受けることがで

注( 1 6 )脚注(⑷と，それに関係するヴィクセルの文萆を参jKi
• . — 29\1091) —
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きるということを仮定しよう。……その場合，労働若1 人当りの平均年生產をP と表わすならば

P = L ( 1 + Z 0
が得られる。すでに述べたように， P はここでは《の関数であり， しかも既知の関数である。また 

2：は既知の大きさと仮定されている。今や問題はL が最大になるように6 を決めることであり，そ 

れは周知のように，両辺を t に関して微分することによって得られる。 極大の'点では c ? L = 0であ 

るので，との際L はあたかも常数であるかのように取り扱われ，こうして我々は

dP
dt =LZ

(17) 
を得る<

次に，これと対立する問題にとりかかろう。賃金は与えられたもめと仮定しよう。そして資本家 

は，自ら企業家となって，最大の利澗を獲得するよう努力するものと仮定しよう。 この問題（これ 

がボエーム• バヴエルクによって取扱われた唯一の問題であるが）は一見， 前の問題と全く異なっている 

ようにみえるにもかかわらず，全く同一の式に導くのである。すなわちP とL とがそれぞれ，労働 

者 1 人当りの年生産と年賃金を表わすならば，ここでもまた

P = L ( 1  .
が得られる。もちろんここでは， L は既知の大きさと考えられており，問題はZ が極大となるよう 

に f を定めることである。けれども6 に関して微分する時には，いずれの場合においてもL とZ ば 

常数であるかのように扱われ，我々は前と同じように

dP 
dt ' =LZ

を得る」

このようにヴィクセルの体系においては，ヴィクセル自身も指摘しているよ.うに，賃金率L ない- 
しは利子率 Z が与えられるならば (或いは， 賃金率Lないしは利子率Zが，その時同時に，極大になってい.
注（1 ? ) この点についてスティグラーは，「生産と分配の理論j 〔5 〕の中において，次のように述べている。「ヴィクセルは， 

次のような極大の方法を用いている。すなわち極大点ではd L = 0であるから，彼はちょうどL が定数であるかのよう 

に， f に関して微分しているのである。同じような結染は，もっと周知の方法で求められる。すなわち（2 )式を書きか= 
えると

P
し

そこで

分母をかけて除いてしまい,

1+Zt

dPUL - i - a + z o - p . z
~ s r ( l + Z  ぴ

分子において（1 +ぬ）に y - を代入す )̂と 

P  d P  „  „  nn _ p .z=0
となり，p で割って除いて，移切すると

dP
1 = L Z

となる, j
■30(1092)
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るということを仮定するならば)，利子率Z を極大にするよう'k t の値（従ってl ,  t の値）は，賃金率 

L を楔大にするようなf の 値 （従ってL, Zの値）と全く同じになってしまうのp ある。従ってヴィ 

クセルの体系は， 利子率 Z と賃金率L とが同時に極大になるような体系でもあって， （4 ) 式の 

を f  =  とおきかえても，体系それ向体には何ら変化がないのである。

以上で，租税がない場合のマスグレイヴの(定式イ匕したヴィクセルの) 体系の問題点の検討を終わっ 

て，今度は生産物税が課せられた場合のマスグレイヴの体系の問題点について検討してみ よ う （所 

得税が課せられた場合については，租税がない場合とほとんど同じなので, ここでは省略する）。

2 生産物税が課せられた場合

1 マスグレイヴの体系

生産物税が課せられた場合におけるヴィクセルの体系は，マスグレイヴによって，次のよ6 に与 

えられている。 .
ip = ( l —r ) a tm  .............. ....... ............................. • • ( 1 - P )  .

L + Z \ A  * ........................................................................   ^ 2  -  p )

’ L . A ニ夸..................... . ............................... . . . ( 3 - P) ， ,
dZ _ n d2Z z n  “  n、~ d T ^ °  I —く0 … ....................... … … … … ( 4 - P )

• .… … 一   ••( 5 - P )

dZ _  , 1  ，ハ和
~ w — k   ( 6 _ P)

この場合（生産物税が課せられた場合）においても， （6 - P ) 式によって，求める投資期間f の値ば 

「無限大j となる。 これに対してマスグレイヴは，（6 - P ) 式と（6 )式とを比較して，「両者の場合に 

おいて，第 2 項 (吾) は同じである。 ただ違うのは，生産物税が課せられた場合の第1 項が租税の 

ない場合の第1 項 の ( 1 - r ) 倍されていることである。 2 つの式とも右辺はゼロに等しいとおかれ 

ているから， t の値は生産物税が課せられた場合の方が租税のない場合より大きくなければならな 

い。従って生産物税が課せられると投資期間Zが延長されることなる。」と述べている。

たしかにマスグレイヴの指摘するように；資本家は生産物税が課せられた場合，租税のない場合よ 

り，ますます投資期間《を延長しようとするであろう。しかしながら资本家は，いずれの場合にお 

いても，投資期間《を 「無限大」にまで延長しようとするのであるから，生産物税が課せられるこ 

とは，その行動様式を変えるわけではなくて，ただ単にその行動をさらに進めさせるだけなのであ 

る。 .

注（1 8 ) マスグレイヴ「財政理論〔2 〕
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これに対して，今度は，主体的な均衡条件と市場の均衡条件とを分けて（つまり，今度は，図2に 

基づいて) 考えてみよう。

2 図 2 に菡づいた体系 

まず主体的な均衡条件を求めてみよう。図 1 における場合と全く同じように，（2 )式から

Z - ^ - ......................... ....................................... ( 7 - P ) 丨.

を得る。今度の場合も，与えられたL のもとにおいて（或いは， L が同時に極大になると仮定して）Z 
を極大にするようなt の値を求めるのであるから， L を常数と考えてZ を t について微分すると

孤 一t.u-(v-L)Lh  … … .
dt 一 ( u r  u  w  り

を得る。き を 0 にするような条件を求めると，L f は正だから

f  善 ............................   (9-P)
という条件を得る。従ってこの ( 9 - P ) 式を再び（2 - P ) 式に代入すると

， L + 考 ^  ............ .................... • • ( 1 0 - P ) ,
という式を得る。この （1 0 - P ) 式は，縦_ 丨に？？とL をとり横軸に t をとると，勾配が ^■であり， 

しかも縦軸とL において交わる直線の式であり， まさに純生産（つまり税引後の生産）関数曲線OR 
の接線 H X V の式になっている。そこで（1 0 - P ) 式 と （1 - P ) 式から？)を消去して

( 1 — r )  { l — 7n ) a t m = l j ................................ .................................... ( 1 1 - P )

を得る。こ の （1 1 - P ) 式は，与えられたL のもとにおいてf (或いは，L も同時に極大となるような場合 

において）Z を極大にするような6 とL の組合せを示す式である。. , . '
これに対して，市場の均衡は（3 - 巧式によって与えられ，因 2 においてM N 曲線で表わされて 

いる。

我々は，この （3 - P ) 式 と （1 1 - P ) 式とを連立させることによって，2 つの均衡が同時に達成さ 

れた時の f とL を求めることができる。

m マスグレイヴによる定式化での解

マスグレイヴによって定内化されたヴイクセルの体系（つまり，資本家が一致団結して貨金を切下げ 

ようとした場合）においては，求める投資期間z は，いずれの場合においても（租税が課せられよラが 

課せられまいがそんなととには関係なく），「無限大』であった（従ってlimL=0)。 これに対して，図 1 
ないしは図2 に迤づいて（つまり，主体的な均衡と市場の均衡とを分けて考えて）求めた投資期間Zの値

一— 32 (J.094) '—
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は，「有限の値」であったのであるが， それはいったいどれ位の大きさになるのであろうか。まず 

租税がない場合から求めてみよう。 '
* ' ■ ' パ . ：. -.  -

1 租税がない場合

この場合には，（11)式と（3 ) 式とを連立させることによタX 求めることができる。 .
従って

| w + i f 、 ぐ、 m+1 ■ - ■
(1—m)aA j L: 1(1- 受

Z~m\ aA 1'

2 所得税が課せられた場合

この場合には，t, L, Z の値は，租税がない場合と同じ値をとる。 -
. . . '  . . .  . '  ' . . ■

3 ’生産物税が課せられた場备

この場合には，（1 1 - P ) 式 と ( 3 - P ) 式とを速立させることによって， 求めるヒとができる。従

ふ

Z

_ _ _  K 
(1—r ) ( l —w)aA

. - • if (1—r)aA l m+1
凡1 ( 1 — w ) niK  J

次に，租税がない場合のU U  Z と， 生産物税が課せられた場合の L, Z とを比較してみよ

• • - • ' • - • . * o • ' . 4
1

生産物税が課せられた場合のt は，租 税 が な い 場 合 の 彳 の 倍 さ れ て い る 。 ( 1 - r ) は 1

と 0 の間の値をとるから， は 1 より大きい。w も 1 より小さい正数であるから，

は 1 より大きい。従って生産物税が課せられた場合，投資期間 f は延長されることになる。その延

長され具合は， デとw の値に依存する。

次に， 生産物税が課せられた場合のしとZ は'ともに， 租税が、ない場合のL と Z のそれぞれ 
1 1

<l—?，)m+1倍されている。 (1—r ) は 1 より小さい正数で，w は 1 と 0 め間の値をとるから，(1—r ) ^
は 1 より小さい正数である。 従って生産物税が課せられた場合， 賃金所得L と利子率2；は （この体 

(20) (21)
系では均等に）低下させられることになる。その低下の程度は, y と m の値に依存する。

注( 1 9 )脚往（6 >を参照。 '
( 2 0 )脚注(11), (12)と，それに関係するマスグレイヴの文章を参照，

( 2 1 )脚注(10)を参照。
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お わ り に

最後に，今までに得られた結論をまとめてみよう。

1 マスグレイヴによって定式化されたヴィクセルの体系は，资本家が一致団結して賛金を切下げ 

ようとした場合においてのみ妥当するような体系である。 その体系においてほ，，資本家の利潤 

(利子率Z ) は，投资期間 t が延長ちれればされる程, 大きくなる。 しかしながら利潤（利子率Z ) は， 

労働者 1 人当りの年生産が減少するようになる時までは，極大にはならない。

2 - 1 これに対して，図 1 (或いは図2 ) に基づいて考えられた体系は，労働者達^間においてのみ 

ならず資本家達の間においてもまた，自由競争が行なわれて‘いるような場合に当てはまる体系で 

ある。この体系は， 資本家が利潤を極大にしようとする行動によって達成される主体的な均衡 

( ( 1 ) ,  ( 2 ) ,  ( 4 ) 式）と，労働渚が完全に屈用されしかも資本が完全に利用されるとI )う市場の均 

衡 （（3 ) 式）とが，同時に達成されるような均衡点を求めるものである。

2 - 2 図 1 (或いは図2 ) に驻づいて考えられた体系においては， 資本家が与えられた賃金率のも 

とにおいて利潤を極大にするように選ぶ投資期間t の値と，労働者である企業家が与えられた利 

子率のもとにおいて賃金率を極大にするように選ぶ投資期間たの値とが全く等しくなる。従って 

. この体系は，资本家が利潤（利子率) を極大にした時には同時に賃金率も極大になっており*ま 

た労働者が賃金率を極大にした時には同時に利子率も極大になっている，というような体系であ. 
るとも考えられる。.

3 マスグレイヴは，ヴィクセルの体系においては，生產物税が課せられた場合，その負担は資本 

‘ と労働に不均等にかかってゆくと述べているo しかしながらヴィクセルの体系において，生産物 

• 税が課奋られた場合においても/ その負担は常に必ずしも不均等にかかってゆくとは限らない。 

その皮い例が，マスグレイヴ自身が定式化したヴィクセルの体系である。負担が不均等であると 

いうことは, 賃金基:金説や生産物税それ自体（ヴィクセルの体系それ自体）の結果であるというよ 

りもむしろ, 生産関数の形に依存していると思われる。
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労使関係および経済における民主主義プロセス

一高度工業社会における参加，共同決定ならびに産業民主主義ー

永 ’山 泰 彦

1 • 序

民主主義は，勞使関係および経済活動の両面に働く基本的な原則であるとみなされよう。労使関

係および経済活動における民主主義の問題は，今 日 「参加」または「産業民主主義」の問題として，

広く論議されている。 しかし, 企業経営，労使関係, 経済などそれぞれ固有の機能上の差，特質な

どを考慮すると，民主主義の形態や機能もまた, . それに応じたものが要求されるはずである，

さらに，近年経験的な世界で，一般的諸関係を体系的に論ずる必要性が増大してきた。例えば，.
i 業化によって生じた现実の社会的諸問題は，個々に高度に専門化された分野をシステム論的なァ

プロ一チvこよって総合的に分析し，解決ずる以外に適切な方法がないとみられている9 例えば，公

喾問題についても，従来の経済システム内のみの最適化では解決は望めず，生態学など他の専門分

野の各、ンステA と組み合わせた「最適化」が要求されている。また，社会の将来の発展のために,
産業は未来産業を考えねばならなくなっているが，未来産業は単に現存する産業の量的な拡大にと

どまらず，個々の尊門家が一定の目的のために，システム的分析手法を用いて産業のあり方を考え
( 1)

る必要がでてきたと言われる。

ボールディング(K，E. B o u ld /iJ )は，このような観点から，細分化され，専門化されて舛話を失っ 

た諸科学間のコミュニケ—ションを回復し，実際上の問題と理論的なギヤップを塊めるためには， 

恶本的なモデルとしての「一般システム論(General Systems T h e o r y )jを考える必要があることを提 

起している。このボールディングの一般、ンステム論は，特殊な理論のすべてにとって代わるような， 

雄一の自己充足的な理論ではない。むしろそのような無内容な理論でなく,，種々の学問分野の理論 

的な構成の共通性を指摘する「光線」のスぺクトルとか，元素の「周期# 表J のような諸科学のS 本

注（1 ) 加 藤宽「米来逾業ヅームの意味するもの— システム化への必然性J 來洋経済，昭和44年11月。

(2 )  K.B. Boulding, Beydnd Economics, the University of Michigan 1968.公文俊乎訳「経济学を超えて j 竹内書店 

1970尔第2部 「一般システム論」。 ，
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